
Kosei Weekly Report                 2016/1/8 

 
株式市場概況 

先週の動き（１⽉４⽇〜１⽉８⽇） 
⼈⺠元の急落や中東情勢の悪化、北朝鮮での⽔爆実験成功報道などから、世界中でリスクオ

フの動きとなり、年明け早々から株価は下落する展開となった。 
⽇本ではリスクオフにより株安と円⾼の動きとなり、⽇経平均株価は⼀気に 18,000 円を割

り込み、⾦曜⽇には 1 万 7,500 円まで下落する場⾯が⾒られた。その後は、⼈⺠元や中国株が
戻す動きとなったから、⽇本株が反発する場⾯もあった。しかし、３連休を前に⼤きく反発で
きず、⽇経平均株価は初の⼤発会から 5 ⽇連続安で、前週末⽐－6.69％の 1 万 7,697 円とな
った。 

サウジアラビアが２⽇にシーア派の聖職者を含む４７⼈を処刑した。それにイランの⼈々が
抗議し、⼀部が暴徒化してサウジアラビア⼤使館を襲撃した。それに対し、サウジアラビアは
イランとの国交を断絶することを発表した（４⽇朝）。その後、貿易も⽌めることをサウジアラ
ビアが発表。イランは沈黙していたが、７⽇にイエメンにあるイラン⼤使館がサウジアラビア
による攻撃を発表し、サウジアラビア製品の輸⼊の禁⽌を発表した。 

地政学リスクの上昇に原油価格は⼀時的に上昇したが、その後は安値を更新する展開となっ
た。７⽇には WTI 原油が 32 ドル前半まで下落する場⾯があった。 

⽇経平均株価（2015年9⽉29⽇〜）
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セクター別では全セクターが下落した。下落率が⼤きかったのは、円⾼の嫌気した輸送⽤機

器、株価の下落の業績懸念から保険、素材市況の悪化から⾮鉄となった。下落率が⼩さかった
のは医薬品、情報通信、電気ガスなどディフェンシブとなった。 

スタイルインデックスでは、⽇経平均株価、TOPIX ラージ 70、コア 30 など⼤型株の下落が
⼤きかった。⼀⽅で、マザーズ指数や東証２部など⼩型株の下落は⼩幅となった。 

 
 



 
今後の注⽬点 

中国ばかりに注⽬が集まっているが、問題はそれだけではない。アトランタ連銀が GDP 成⻑

の現時点での⾒通しを「GDP Now」として発表している1のだが、その数値は悪化傾向にあり、

直近では 1％を割る場⾯もあった。5 ⽇に発表された ISM 製造業指数も 48.2（予 49・前 48.6）

と縮⼩圏に留まっている。利上げ後も実体経済が悪化するのであれば、株価は上がりにくい傾

向となる可能性が⾼い。そのため、上昇は下げの反発局⾯であることを意識し、早めに⼿仕舞

うスタンスで相場に臨みたい。  

 
年初来上昇率（％ 値は8⽇引け時点） 前週末⽐（％ 値は8⽇引け時点）
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株式市場需給動向（12 ⽉４週：12 ⽉ 21 ⽇〜25 ⽇ 12 ⽉ 5 週：12 ⽉ 28 ⽇〜30 ⽇） 
 12 ⽉ 4 週は、売りが海外投資家、個⼈、⾃⼰となり、買いが投資信託、投資信託、銀⾏だっ
た。裁定買い残⾼は 2,527 億円の減少、信⽤買い残も 527 億円の減少となった。 
 12 ⽉ 5 週は個⼈が⼤幅に売り越し、買いは信託銀⾏と投資信託だった。裁定買い残⾼は
1,328 億円の増加、信⽤買い残⾼は 1,064 億円と 3 週連続で減少した。 

   
 

 
                                                        
1  https://www.frbatlanta.org/cqer/research/gdpnow.aspx?panel=1  



 
2015 年の投資主体別売買動向 
 
 2015 年を通しての投資主体別売買動
向は右表のようになった。 

 買い⼿は⾃⼰、事業法⼈、信託銀⾏、
売り⼿は個⼈と海外投資家だった。 
 買い⼿の中⾝だが、⾃⼰は⽇本銀⾏、
事業法⼈は企業による⾃社株買い、信託
銀⾏は年⾦と受け⾝な主体であった。 

市場を動かすと⾒られる、海外投資家
が売りに転じたのは注意したい動きだ。
昨年秋頃から、アベノミクスに対して失
望的な⾒解が多くなっている。また、12
⽉の⽇銀の中途半端な補完策は、これま
でポジティブなインパクトを与えてき
た⾦融政策に失望をもたらした。この先、安倍政権が何らかのポジティブな材料を出せなけれ
ば、外的要因もあり、今年、海外勢を買いに転じさせるのは難しくなるだろう。  
 

   (価格データはロイターによる) 
光世証券 ⼩川 英幸 
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